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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）合成樹脂１００重量部に対し、
　（Ｂ）吸着剤０．１～３０重量部を含有し
　該吸着剤が、次の組成式２～４から選ばれる少なくとも１種以上のリン酸化合物を主成
分とする多孔質無機粉体にアミノ基を有するケイ素化合物を担持してなるものであること
を特徴とする内装用塗料組成物。
（組成式２）
　ＺｎｅＸ２

ｆ（ＰＯ４）ｇＹｈ・ｉＨ２Ｏ
（Ｘ２はＭｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｓｒ２＋、Ｂａ２＋、Ｃｏ２＋、Ｎｉ２＋、Ｃｕ２＋、Ａ
ｌ３＋、Ｂｉ３＋、Ｃｏ３＋、Ｍｎ３＋、Ｆｅ３＋から選ばれる一種以上のｐ価の金属イ
オン（ｐは２または３）、Ｙはｑ価の陰イオン（ｑは１、２または３）、ｅ、ｆ、ｇ、ｈ
は２×ｅ＋ｐ×ｆ－（３ｇ＋ｑ×ｈ）＝０、ｅ：ｆ＝１０：０～１０：８、ｅ：ｇ＝８：
２～２：８、ｇ：ｈ＝１０：０～４：６を満足する実数（但しｅ、ｇは正の実数、ｆ、ｈ
は０又は正の実数）、ｉは０以上の実数）
（組成式３）
　ＡｌｊＸ３

ｋ（ＰＯ４）ｌＹｍ・ｎＨ２Ｏ
（Ｘ３はＺｎ２＋、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｓｒ２＋、Ｂａ２＋、Ｃｏ２＋、Ｎｉ２＋、Ｃ
ｕ２＋、Ｂｉ３＋、Ｃｏ３＋、Ｍｎ３＋、Ｆｅ３＋から選ばれる一種以上のｐ価の金属イ
オン（ｐは２または３）、Ｙはｑ価の陰イオン（ｑは１、２または３）、ｊ、ｋ、ｌ、ｍ
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は３×ｊ＋ｐ×ｋ－（３ｌ＋ｑ×ｍ）＝０、ｊ：ｋ＝１０：０～１０：８、ｊ：ｌ＝８：
２～２：８、ｌ：ｍ＝１０：０～４：６を満足する実数（但しｊ、ｌは正の実数、ｋ、ｍ
は０又は正の実数）、ｎは０以上の実数）
（組成式４）
　ＭｇｒＸ４

ｓ（ＰＯ４）ｔＹｕ・ｖＨ２Ｏ
（Ｘ４はＺｎ２＋、Ｃａ２＋、Ｓｒ２＋、Ｂａ２＋、Ｃｏ２＋、Ｎｉ２＋、Ｃｕ２＋、Ａ
ｌ３＋、Ｂｉ３＋、Ｃｏ３＋、Ｍｎ３＋、Ｆｅ３＋から選ばれる一種以上のｐ価の金属イ
オン（ｐは２または３）、Ｙはｑ価の陰イオン（ｑは１、２または３）、ｒ、ｓ、ｔ、ｕ
は２×ｒ＋ｐ×ｓ－（３ｔ＋ｑ×ｕ）＝０、ｒ：ｓ＝１０：０～１０：８、ｒ：ｔ＝８：
２～２：８、ｔ：ｕ＝１０：０～４：６を満足する実数（但しｒ、ｔは正の実数、ｓ、ｕ
は０又は正の実数）、ｖは０以上の実数）
【請求項２】
　（Ｂ）吸着剤が、多孔質無機粉体に対してアミノ基を有するケイ素化合物を０．１～３
０ｗｔ％担持してなることを特徴とする請求項１に記載の内装用塗料組成物。
【請求項３】
　（Ｂ）吸着剤の平均粒子径が０．０１～１００μｍであることを特徴とする請求項１ま
たは請求項２に記載の内装用塗料組成物。
【請求項４】
　（Ｂ）吸着剤の比表面積が１０ｍ２／ｇ以上であることを特徴とする請求項１から請求
項３のいずれかに記載の内装用塗料組成物。
　

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、室内空気中の揮発性有機化合物に対して高い吸着能を有する内装用塗料組成
物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　昨今、戸建住宅やマンションにおいて、アレルギー性の健康被害に関する問題が、社会
問題として大きく取り上げられている。これは通称「シックハウス症候群」と呼ばれ、室
内に存在するホルムアルデヒドを始めとした揮発性有機化合物（以下「ＶＯＣ」という。
）が主たる原因と考えられている。
　このＶＯＣは、室内で使用する合板や家具、またはそれに使用する接着剤、断熱材や畳
などに主に含まれ、これが室内に放出されることで、人体に対して頭痛、眼痛、呼吸器障
害等の健康障害をもたらすものと考えられている。
【０００３】
　そこで近年、これらの問題に対する規定、基準値などの取り決めを行なう動きが活発化
し、ＶＯＣ排除の機運が高まってきている。
【０００４】
　このようなＶＯＣを除去する方法としては、室内の換気を頻繁に行なったり、特定の吸
着剤によって吸着除去する方法等が挙げられる。このような吸着剤としては、活性炭等が
あげられ、方法としては、活性炭をＶＯＣと接触するように配置して吸着除去するもので
ある。
【０００５】
　最近では、室内において、空気と接する面積が大きい天井や壁面に吸着剤を配置するこ
とにより、ＶＯＣの効果的な除去が期待できることに着目し、活性炭を吸着剤として配合
した内装材が検討されている（例えば、特許文献１等）。
【０００６】
【特許文献１】特開２００３－３４２５３０号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、活性炭のような有機質担体を用いた場合、耐熱性や耐久性に問題がある
。そのため、内装材等の居住空間へ応用した場合、時間とともに劣化し、吸着剤としての
機能が失われていき、場合によっては変色し、居住空間の美観性が変わってしまうという
問題があった。
　さらに、活性炭は、それ自体が着色しているため、内装材等の居住空間へ応用した場合
、居住空間の美装様式が制限されるという問題もあった。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　このような課題を解決するために、本発明者らは、合成樹脂と、特定の吸着剤を特定量
含有する内装用塗料組成物が、優れたＶＯＣ吸着能を有し、シックハウス症候群等に有効
であることを見出した。
　さらに、吸着剤が透明性に優れており、このような吸着剤を含む内装用塗料組成物は、
吸着剤により美装様式が制限されることなく諸望の美観性を施すことができるとともに、
吸着剤が耐久性に優れており、美観性を長期に亘り維持することができるため、内装用塗
料として幅広く適用することができることを見出し、本発明の完成に至った。
【０００９】
　即ち本発明は、以下の特徴を有するものである。
１．（Ａ）合成樹脂１００重量部に対し、
　（Ｂ）吸着剤０．１～３０重量部を含有し
　該吸着剤が、次の組成式２～４から選ばれる少なくとも１種以上のリン酸化合物を主成
分とする多孔質無機粉体にアミノ基を有するケイ素化合物を担持してなるものであること
を特徴とする内装用塗料組成物。
（組成式２）
　ＺｎｅＸ２

ｆ（ＰＯ４）ｇＹｈ・ｉＨ２Ｏ
（Ｘ２はＭｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｓｒ２＋、Ｂａ２＋、Ｃｏ２＋、Ｎｉ２＋、Ｃｕ２＋、Ａ
ｌ３＋、Ｂｉ３＋、Ｃｏ３＋、Ｍｎ３＋、Ｆｅ３＋から選ばれる一種以上のｐ価の金属イ
オン（ｐは２または３）、Ｙはｑ価の陰イオン（ｑは１、２または３）、ｅ、ｆ、ｇ、ｈ
は２×ｅ＋ｐ×ｆ－（３ｇ＋ｑ×ｈ）＝０、ｅ：ｆ＝１０：０～１０：８、ｅ：ｇ＝８：
２～２：８、ｇ：ｈ＝１０：０～４：６を満足する実数（但しｅ、ｇは正の実数、ｆ、ｈ
は０又は正の実数）、ｉは０以上の実数）
（組成式３）
　ＡｌｊＸ３

ｋ（ＰＯ４）ｌＹｍ・ｎＨ２Ｏ
（Ｘ３はＺｎ２＋、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｓｒ２＋、Ｂａ２＋、Ｃｏ２＋、Ｎｉ２＋、Ｃ
ｕ２＋、Ｂｉ３＋、Ｃｏ３＋、Ｍｎ３＋、Ｆｅ３＋から選ばれる一種以上のｐ価の金属イ
オン（ｐは２または３）、Ｙはｑ価の陰イオン（ｑは１、２または３）、ｊ、ｋ、ｌ、ｍ
は３×ｊ＋ｐ×ｋ－（３ｌ＋ｑ×ｍ）＝０、ｊ：ｋ＝１０：０～１０：８、ｊ：ｌ＝８：
２～２：８、ｌ：ｍ＝１０：０～４：６を満足する実数（但しｊ、ｌは正の実数、ｋ、ｍ
は０又は正の実数）、ｎは０以上の実数）
（組成式４）
　ＭｇｒＸ４

ｓ（ＰＯ４）ｔＹｕ・ｖＨ２Ｏ
（Ｘ４はＺｎ２＋、Ｃａ２＋、Ｓｒ２＋、Ｂａ２＋、Ｃｏ２＋、Ｎｉ２＋、Ｃｕ２＋、Ａ
ｌ３＋、Ｂｉ３＋、Ｃｏ３＋、Ｍｎ３＋、Ｆｅ３＋から選ばれる一種以上のｐ価の金属イ
オン（ｐは２または３）、Ｙはｑ価の陰イオン（ｑは１、２または３）、ｒ、ｓ、ｔ、ｕ
は２×ｒ＋ｐ×ｓ－（３ｔ＋ｑ×ｕ）＝０、ｒ：ｓ＝１０：０～１０：８、ｒ：ｔ＝８：
２～２：８、ｔ：ｕ＝１０：０～４：６を満足する実数（但しｒ、ｔは正の実数、ｓ、ｕ
は０又は正の実数）、ｖは０以上の実数）
２．（Ｂ）吸着剤が、多孔質無機粉体に対してアミノ基を有するケイ素化合物を０．１～
３０ｗｔ％担持してなることを特徴とする１．に記載の内装用塗料組成物。
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３．（Ｂ）吸着剤の平均粒子径が０．０１～１００μｍであることを特徴とする１．また
は２．に記載の内装用塗料組成物。
４．（Ｂ）吸着剤の比表面積が１０ｍ２／ｇ以上であることを特徴とする１．から３．の
いずれかに記載の内装用塗料組成物。
　
 
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の内装用塗料組成物は、特にホルムアルデヒド等のＶＯＣに対して高い吸着能を
有し、シックハウス症候群等に有効である。
　また、本発明に用いる吸着剤は、透明性に優れており、このような吸着剤を含む内装用
塗料組成物は、吸着剤により美装様式が制限されることなく所望の美観性を施すことがで
きるとともに、吸着剤が耐久性に優れており、美観性を長期に亘り維持することができる
ため、内装用塗料として幅広く適用することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明を実施するための最良の形態について詳細に説明する。
【００１２】
　本発明の内装用塗料組成物は、（Ａ）合成樹脂（以下、「（Ａ）成分」ともいう。）１
００重量部に対し、（Ｂ）吸着剤（以下、「（Ｂ）成分」ともいう。）０．１～３０重量
部を含有するものである。
【００１３】
　合成樹脂としては、内装用塗料として使用できるものであれば特に限定されない。
例えば、アクリル樹脂、シリコン樹脂、アクリルシリコン樹脂、フッ素樹脂、酢酸ビニル
樹脂、アクリル・酢酸ビニル樹脂、塩化ビニル樹脂、ウレタン樹脂、アクリル・ウレタン
樹脂、エポキシ樹脂、アルキッド樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリエステル樹脂、
エチレン樹脂、ポリビニルアルコール、セルロース及びその誘導体等の水分散型、水可溶
型、ＮＡＤ型、溶剤可溶型、無溶剤型等が挙げられ、１液タイプ、２液タイプ等特に限定
せず、用いることができる。本発明では、特に水分散型、水可溶型の樹脂、さらには水分
散型の樹脂を含むことが好ましい。
【００１４】
　合成樹脂のガラス転移温度としては、－４０～６０℃、さらには－３０～５０℃である
ことが好ましい。このような範囲においては、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）のひとつであ
る造膜助剤の使用を制限したとしても、膜形成が可能であるため、好ましい。
【００１５】
　本発明の（Ｂ）成分である吸着剤は、揮発性有機化合物を化学吸着性を有するものであ
り、次の組成式１で示されるリン酸化合物を主成分とする多孔質無機粉体（本発明では単
に、「多孔質無機粉体」ともいう。）にアミノ基を有する化合物を担持してなるものであ
る。
【００１６】
（組成式１）
Ｘ１

ａ（ＰＯ４）ｂＹｃ・ｄＨ２Ｏ
（Ｘ１はｐ価の金属イオン（ｐは２または３）、Ｙはｑ価の陰イオン（ｑは１、２または
３）、ａ、ｂ、ｃはｐ×ａ－（３ｂ＋ｑ×ｃ）＝０を満足する実数（但しａ、ｂは正の実
数、ｃは０又は正の実数）、ｄは０以上の実数）
【００１７】
　Ｘ１としては、２価または３価の金属イオンであり、例えば、Ｚｎ２＋、Ｍｇ２＋、Ｃ
ａ２＋、Ｓｒ２＋、Ｂａ２＋、Ｃｏ２＋、Ｎｉ２＋、Ｃｕ２＋等の２価の金属イオン、Ａ
ｌ３＋、Ｂｉ３＋、Ｃｏ３＋、Ｍｎ３＋、Ｆｅ３＋等の３価の金属イオン等が挙げられる
。
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　Ｙとしては、１価、２価または３価の陰イオンであり、例えば、ＯＨ－、ＣＨ３ＣＯＯ
－、ＳＯ４

２－、Ｃｌ－、ＮＯ３
－、ＣＯ３

２－等が挙げられる。
【００１８】
　ａ、ｂ、ｃは、ｐ×ａ－（３ｂ＋ｑ×ｃ）＝０を満足する実数（但しａ、ｂは正の実数
、ｃは０又は正の実数）であれば特に限定されないが、通常、ａ：ｂ＝８：２～２：８、
ｂ：ｃ＝１０：０～４：６であることが好ましい。なお、ａ、ｂ、ｃは、元素分析（ＥＤ
Ｓ）により求めることができる。
【００１９】
　本発明では、前述の金属イオンを、１種または２種以上を複合して用いることができる
。例えば、２価の金属イオン（Ｘ１´）と、３価の金属イオン（Ｘ１´´）の２種を複合
して用いる場合は、Ｘ１

ａは、Ｘ１´
ａ´Ｘ１´´

ａ´´となり、ｐ×ａ＝２×ａ´＋３
×ａ´´として算出することができる。また２価の金属イオンと２価の金属イオンの組み
合わせ、３価の金属イオンと３価の金属イオンの組み合わせ、さらには３種以上の金属イ
オンの組み合わせの場合も同様に算出することができる。
【００２０】
　本発明で用いる多孔質無機粉体の好ましい形態として、次の組成式２、組成式３、組成
式４が挙げられる。
　このような形態の多孔質無機粉体は比表面積が大きく吸着能に優れ、このような多孔質
無機粉体を用いることにより、安価、かつ、無公害であり、耐熱性、透明性、さらに防食
性能に優れた吸着剤を得ることができる。
【００２１】
（組成式２）
ＺｎｅＸ２

ｆ（ＰＯ４）ｇＹｈ・ｉＨ２Ｏ
（Ｘ２はｐ価の金属イオン（但し、Ｚｎは除く。）（ｐは２または３）、Ｙはｑ価の陰イ
オン（ｑは１、２または３）、ｅ、ｆ、ｇ、ｈは２×ｅ＋ｐ×ｆ－（３ｇ＋ｑ×ｈ）＝０
を満足する実数（但しｅ、ｇは正の実数、ｆ、ｈは０又は正の実数）、ｉは０以上の実数
）
【００２２】
　Ｘ２としては、２価または３価の金属イオン（但し、Ｚｎは除く。）であり、例えば、
Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｓｒ２＋、Ｂａ２＋、Ｃｏ２＋、Ｎｉ２＋、Ｃｕ２＋等の２価の金
属イオン、Ａｌ３＋、Ｂｉ３＋、Ｃｏ３＋、Ｍｎ３＋、Ｆｅ３＋等の３価の金属イオン等
が挙げられる。本発明では、これらの金属イオンを、１種または２種以上を複合して用い
ることができる。
　ｅ、ｆ、ｇ、ｈは、２×ｅ＋ｐ×ｆ－（３ｇ＋ｑ×ｈ）＝０を満足する実数（但しｅ、
ｇは正の実数、ｆ、ｈは０又は正の実数）であれば特に限定されないが、通常、ｅ：ｆ＝
１０：０～１０：８（好ましくは、１０：０～１０：６）、ｅ：ｇ＝８：２～２：８、ｇ
：ｈ＝１０：０～４：６であることが好ましい。なお、ｅ、ｆ、ｇ、ｈは、元素分析（Ｅ
ＤＳ）により求めることができる。
【００２３】
（組成式３）
ＡｌｊＸ３

ｋ（ＰＯ４）ｌＹｍ・ｎＨ２Ｏ
（Ｘ３はｐ価の金属イオン（但し、Ａｌは除く。）（ｐは２または３）、Ｙはｑ価の陰イ
オン（ｑは１、２または３）、ｊ、ｋ、ｌ、ｍは３×ｊ＋ｐ×ｋ－（３ｌ＋ｑ×ｍ）＝０
を満足する実数（但しｊ、ｌは正の実数、ｋ、ｍは０又は正の実数）、ｎは０以上の実数
）
【００２４】
　Ｘ３としては、２価または３価の金属イオン（但し、Ａｌは除く。）であり、例えば、
Ｚｎ２＋、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｓｒ２＋、Ｂａ２＋、Ｃｏ２＋、Ｎｉ２＋、Ｃｕ２＋等
の２価の金属イオン、Ｂｉ３＋、Ｃｏ３＋、Ｍｎ３＋、Ｆｅ３＋等の３価の金属イオン等
が挙げられる。本発明では、これらの金属イオンを、１種または２種以上を複合して用い
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ることができる。
　ｊ、ｋ、ｌ、ｍは、３×ｊ＋ｐ×ｋ－（３ｌ＋ｑ×ｍ）＝０を満足する実数（但しｊ、
ｌは正の実数、ｋ、ｍは０又は正の実数）であれば特に限定されないが、通常、ｊ：ｋ＝
１０：０～１０：８（好ましくは、１０：０～１０：６）、ｊ：ｌ＝８：２～２：８、ｌ
：ｍ＝１０：０～４：６であることが好ましい。なお、ｊ、ｋ、ｌ、ｍは、元素分析（Ｅ
ＤＳ）により求めることができる。
【００２５】
（組成式４）
ＭｇｒＸ４

ｓ（ＰＯ４）ｔＹｕ・ｖＨ２Ｏ
（Ｘ４はｐ価の金属イオン（但し、Ｍｇは除く。）（ｐは２または３）、Ｙはｑ価の陰イ
オン（ｑは１、２または３）、ｒ、ｓ、ｔ、ｕは２×ｒ＋ｐ×ｓ－（３ｔ＋ｑ×ｕ）＝０
を満足する実数（但しｒ、ｔは正の実数、ｓ、ｕは０又は正の実数）、ｖは０以上の実数
）
【００２６】
　Ｘ４としては、２価または３価の金属イオン（但し、Ｍｇは除く。）であり、例えば、
Ｚｎ２＋、Ｃａ２＋、Ｓｒ２＋、Ｂａ２＋、Ｃｏ２＋、Ｎｉ２＋、Ｃｕ２＋等の２価の金
属イオン、Ａｌ３＋、Ｂｉ３＋、Ｃｏ３＋、Ｍｎ３＋、Ｆｅ３＋等の３価の金属イオン等
が挙げられる。本発明では、これらの金属イオンを、１種または２種以上を複合して用い
ることができる。
　ｒ、ｓ、ｔ、ｕは、２×ｒ＋ｐ×ｓ－（３ｔ＋ｑ×ｕ）＝０を満足する実数（但しｒ、
ｔは正の実数、ｓ、ｕは０又は正の実数）であれば特に限定されないが、通常、ｒ：ｓ＝
１０：０～１０：８（好ましくは、１０：０～１０：６）、ｒ：ｔ＝８：２～２：８、ｔ
：ｕ＝１０：０～４：６であることが好ましい。なお、ｒ、ｓ、ｔ、ｕは、元素分析（Ｅ
ＤＳ）により求めることができる。
【００２７】
　本発明で用いる多孔質無機粉体は、多孔質であれば特に限定されないが、具体的には、
比表面積が１０ｍ２／ｇ以上、さらには１５ｍ２／ｇ以上であることが好ましい。
　多孔質な無機粉体であることにより、揮発性有機化合物の吸着能に優れ、また、後述す
るアミノ基を有する化合物の担持量を増加させることができ、特にホルムアルデヒド等の
揮発性有機化合物に対する除去能に優れた吸着剤を得ることができる。
【００２８】
　多孔質無機粉体の平均粒子径は、特に限定されないが、０．０１μｍ～１００μｍ、さ
らには０．１μｍ～５０μｍであることが好ましい。このような範囲であることにより、
優れた吸着能を示すとともに、より優れた透明性を有する。
　また、多孔質無機粉体の粒子径分布、粒子形状などは適宜設定すればよい。
【００２９】
　リン酸化合物を得る方法としては、特に限定されず、公知の方法で製造することができ
る。例えば、リン酸亜鉛（組成式２）、リン酸アルミニウム（組成式３）、リン酸マグネ
シウム（組成式４）を得る場合には、以下のような方法等が挙げられる。
　なお、以下には、リン酸亜鉛（組成式２）の製造方法を記載するが、リン酸アルミニウ
ム（組成式３）、リン酸マグネシウム（組成式４）についても同様の方法で製造すること
ができるため、(　)内には、リン酸亜鉛（組成式２）の製造方法に替えて、リン酸アルミ
ニウム（組成式３）を製造する場合、及び、リン酸マグネシウム（組成式４）を製造する
場合に用いる物質名を示す。
【００３０】
１．亜鉛イオン（アルミニウムイオン、マグネシウムイオン）とリン酸イオンを溶質とす
る混合溶液から共沈法によりリン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネシウム）を
得る方法（共沈法）。
２．亜鉛化合物（アルミニウム化合物、マグネシウム化合物）の陰イオンを部分的あるい
は完全にリン酸イオンにより置換する方法（置換法）。
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【００３１】
（共沈法）
　共沈法によるリン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネシウム）の製造方法は、
亜鉛イオン（アルミニウムイオン、マグネシウムイオン）とリン酸イオンを溶質とする混
合溶液に塩基溶液を加え、リン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネシウム）を析
出させるものである。
　このような共沈法では、リン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネシウム）が急
速に析出するために、リン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネシウム）の結晶成
長が不完全に終了し、多孔質のリン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネシウム）
が得られると推定される。
【００３２】
　亜鉛イオン（アルミニウムイオン、マグネシウムイオン）とリン酸イオンを溶質とする
混合溶液（以下、単に「混合溶液」ともいう。）は、亜鉛化合物（アルミニウム化合物、
マグネシウム化合物）や、リン酸及び／またはリン酸塩を溶媒に溶かすことによって得ら
れる。混合溶液は、亜鉛化合物を溶かした溶液と、リン酸及び／またはリン酸塩を溶かし
た溶液を、別々に作製した後、混合してもよく、亜鉛化合物（アルミニウム化合物、マグ
ネシウム化合物）と、リン酸及び／またはリン酸塩を同一の溶媒に溶かして作製してもよ
い。
　溶媒としては、特に水、メタノール、エタノール、ブタノール等のアルコール等を好適
に用いることができる。
【００３３】
　このような混合溶液において、亜鉛イオン（アルミニウムイオン、マグネシウムイオン
）、及びリン酸イオンを溶質としていることが必須であるが、（組成式２）（組成式３）
（組成式４）の組成を与える範囲で、上述の２価または３価の金属イオン、１価、２価ま
たは３価の陰イオンが共存していてもよい。
【００３４】
　また、混合溶液としては、亜鉛イオン（アルミニウムイオン、マグネシウムイオン）と
リン酸イオンが安定に溶解するために、ｐＨは７以下、より好ましくは６以下、さらに好
ましくは５以下であることが望ましい。
　また、混合溶液のｐＨを調整するために、酸、アルカリを添加してもよい。
【００３５】
　このときの酸としては、特に限定されず公知のものを用いることができるが、例えば、
塩酸、硝酸、酢酸、硫酸、蟻酸、酢酸、プロピオン酸、ブタン酸、酪酸、蓚酸、マロン酸
、クエン酸、酒石酸、グルコン酸、サリチル酸、安息香酸、アクリル酸、マレイン酸、グ
リセリン酸、エレオステアリン酸、ポリアクリル酸、ポリマレイン酸、アクリル酸ーマレ
イン酸コポリマー等のカルボン酸、ポリカルボン酸等を用いることができる。
【００３６】
　アルカリとしては、例えば、アンモニア、尿素、水酸化カリウム、水酸化カルシウム、
水酸化ナトリウム、水酸化マグネシウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム等を用いること
ができる。
【００３７】
　亜鉛化合物（アルミニウム化合物、マグネシウム化合物）を溶かした溶液、リン酸及び
／またはリン酸塩を溶かした溶液、亜鉛イオン（アルミニウムイオン、マグネシウムイオ
ン）とリン酸イオンを溶質とする混合溶液のそれぞれの亜鉛イオン（アルミニウムイオン
、マグネシウムイオン）濃度とリン酸イオン濃度は特に限定されず、その溶解限界までの
濃度の溶液を用いることができる。
【００３８】
　亜鉛化合物としては、特に限定されないが、例えば塩化亜鉛、硫酸亜鉛、硝酸亜鉛、酢
酸亜鉛、酸化亜鉛、蟻酸亜鉛、乳酸亜鉛、塩基性炭酸亜鉛等が挙げられる。これらの中で
、安価で安定供給が得られるために、塩化亜鉛、硫酸亜鉛、硝酸亜鉛等が好ましい。
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　また、亜鉛化合物としては亜鉛イオンを成分としていることが必須であるが、上述の、
２価または３価の金属イオンのうち、少なくとも１種以上を成分として含んでいてもよい
。
【００３９】
　アルミニウム化合物としては、特に限定されないが、例えば塩化アルミニウム、硫酸ア
ルミニウム、硝酸アルミニウム、酢酸アルミニウム、酸化アルミニウム、蟻酸アルミニウ
ム、乳酸アルミニウム、塩基性炭酸アルミニウム等が挙げられる。これらの中で、安価で
安定供給が得られるために、塩化アルミニウム、硫酸アルミニウム、硝酸アルミニウム等
が好ましい。
　また、アルミニウム化合物としてはアルミニウムイオンを成分としていることが必須で
あるが、上述の、２価または３価の金属イオンのうち、少なくとも１種以上を成分として
含んでいてもよい。
【００４０】
　マグネシウム化合物としては、特に限定されないが、例えば塩化マグネシウム、硫酸マ
グネシウム、硝酸マグネシウム、酢酸マグネシウム、酸化マグネシウム、蟻酸マグネシウ
ム、乳酸マグネシウム、塩基性炭酸マグネシウム等が挙げられる。これらの中で、安価で
安定供給が得られるために、塩化マグネシウム、硫酸マグネシウム、硝酸マグネシウム等
が好ましい。
　また、マグネシウム化合物としてはマグネシウムイオンを成分としていることが必須で
あるが、上述の、２価または３価の金属イオンのうち、少なくとも１種以上を成分として
含んでいてもよい。
【００４１】
　リン酸及び／またはリン酸塩としては、例えば、リン酸、リン酸水素二ナトリウム、リ
ン酸二水素ナトリウム、リン酸三ナトリウム、リン酸水素二カリウム、リン酸二水素カリ
ウム、リン酸三カリウム、リン酸水素二アンモニウム、リン酸二水素アンモニウム、リン
酸三アンモニウム、リン酸水素カルシウム等が挙げられる。これらの中で水に対して易溶
解性であり、酸性のリン酸またはリン酸塩溶液を与えるものとして、リン酸、リン酸二水
素ナトリウム、リン酸二水素カリウム、リン酸二水素アンモニウム等を用いることが好ま
しい。
　また、リン酸及び／またはリン酸塩としては、リン酸イオンを成分としていることが必
須であるが、上述の１価、２価または３価の陰イオンのうち、少なくとも１種以上を成分
として含んでいてもよい。
【００４２】
　塩基溶液としては、限定されないが、アンモニア、尿素、水酸化カリウム、水酸化カル
シウム、水酸化ナトリウム、水酸化マグネシウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム等から
選ばれる少なくとも１種類以上の塩基を溶媒に溶かした溶液を用いることができる。これ
らの塩基溶液の濃度は限定されず、その濃度限界の溶液まで用いることができる。
【００４３】
　亜鉛イオン（アルミニウムイオン、マグネシウムイオン）とリン酸イオンを溶質とする
混合溶液に塩基溶液を添加するときの温度は、好ましくは０℃から１００℃、さらに好ま
しくは５℃から６０℃、より好ましくは５℃から５０℃である。このような温度範囲にあ
ることによって、リン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネシウム）の完全な結晶
成長による多孔性の消失を抑制することができる。この範囲より高い温度では、粒子間の
凝集が大きく進行し多孔性が消失するために、分散性がよく、比表面積が大きい多孔質粉
体を得ることができない。
【００４４】
（置換法）
　置換法によるリン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネシウム）の製造方法は、
亜鉛化合物を混合したスラリーにリン酸及び／またはリン酸塩溶液を加え、亜鉛化合物の
陰イオンを、全部あるいは部分的にリン酸イオンによって置換するものである。
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　置換法では、亜鉛化合物（アルミニウム化合物、マグネシウム化合物）の陰イオンをリ
ン酸イオンが置換する際に、亜鉛化合物（アルミニウム化合物、マグネシウム化合物）の
陰イオンが溶出して生じる結晶表面の空孔がリン酸イオンによって完全には充填されず、
多孔質のリン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネシウム）が得られると推定され
る。
【００４５】
　置換法で用いる亜鉛化合物（アルミニウム化合物、マグネシウム化合物）としては、水
に対して難溶解性を有していることが好ましく、上述の亜鉛化合物（アルミニウム化合物
、マグネシウム化合物）のうち酸化亜鉛（酸化アルミニウム、酸化マグネシウム）、塩基
性炭酸亜鉛（塩基性炭酸アルミニウム、塩基性炭酸マグネシウム）を用いることが好まし
い。
　置換法で用いるリン酸及び／またはリン酸塩としては、易溶解性であり、酸性のリン酸
またはリン酸塩溶液を与えるものとして、リン酸、リン酸二水素ナトリウム、リン酸二水
素カリウム、リン酸二水素アンモニウム等を用いることが好ましい。
【００４６】
　亜鉛化合物（アルミニウム化合物、マグネシウム化合物）を混合したスラリーにリン酸
及び／またはリン酸塩溶液を加えるときに温度は、好ましくは０℃から１００℃、さらに
好ましくは４℃から６０℃、より好ましくは４℃から５０℃である。このような温度範囲
にあることによって、リン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネシウム）の完全な
結晶成長による多孔性の消失を抑制することができる。
【００４７】
　共沈法、置換法で製造したリン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネシウム）は
、析出後に水、アルコール類、アセトン等の揮発性有機溶媒等で洗浄して、乾燥すること
で得ることができる。このときの乾燥方法は、空気中５０℃～１２０℃で行ってもよく、
また、凍結乾燥法や、真空乾燥法により行ってもよい。
【００４８】
　共沈法、置換法において、製造されるリン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネ
シウム）の分散性を向上させる目的で、有機系分散剤を添加して製造を行ってもよい。
　有機系分散剤の添加は、共沈法では亜鉛イオン（アルミニウムイオン、マグネシウムイ
オン）とリン酸イオンを溶質とする混合溶液に塩基を加える前に添加することが望ましい
。また、置換法では、亜鉛化合物（アルミニウム化合物、マグネシウム化合物）スラリー
にリン酸及び／またはリン酸塩水溶液を加える前に添加することが望ましい。
【００４９】
　有機系分散剤としては、水溶性を有するものが好ましく、例えば、アルコール類、ポリ
オール類、ケトン類、ポリエーテル類、エステル類、セルロース類、糖類、スルホン酸類
、高級脂肪酸類、高級脂肪酸塩類、高級脂肪酸系アルコールのリン酸エステル類、リン酸
およびその塩類、ワックス類、アニオン系界面活性剤、ノニオン系界面活性剤、カチオン
系界面活性剤、両性活性剤、カップリング剤等を挙げることができる。
【００５０】
　より具体的にはメタノール、エタノール、プロパノール、ブタノール、ペンタノール、
ヘキサノール等の脂肪族アルコール、エチレングリコール、プロパンジオール、ブタンジ
オール、グルセリン、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール等の脂肪族多
価アルコール、フェノール、カテコール、クレゾール等の芳香族アルコール、フリルアル
コール等の複素環を有するアルコール類、アセトン、メチルエチルケトン、アセチルアセ
トン等のケトン類、エチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキサン、ポリオキシアル
キレンエーテル、エチレンオキサイド付加物、プロピレンオキサイド付加物等のエーテル
あるいはポリエーテル類、酢酸エチル、アセト酢酸エチル、グリシンエチルエステル等の
エステル類、カルボキシメチルセルロース類、グルコース、ガラクトース等の単糖類、蔗
糖、ラクトース、アミロース、キチン、セルロース等の多糖類、アルキルベンゼンスルホ
ン酸、パラトルエンスルホン酸、アルキルスルホン酸、α－オレフィンスルホン酸、ポリ
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オキシエチレンアルキルスルホン酸、リグニンスルホン酸、ナフタレンスルホン酸等のス
ルホン酸類やその塩類、ラウリル酸、パルミチン酸、オレイン酸、ステアリン酸、カプリ
ン酸、ミリスチン酸、リノール酸、ポリカルボン酸等の高級脂肪酸、上記高級脂肪酸のリ
チウム塩、ナトリウム塩、カリウム塩などのアルカリ金属類との塩等の高級脂肪酸塩類、
高級脂肪酸アルコールのリン酸エステル、例えば、ラウリルエーテルリン酸、ステアリル
エーテルリン酸、オレイルエーテルリン酸などのアルキルエーテルリン酸、ジアルキルエ
ーテルリン酸、アルキルフェニルエーテルリン酸類、ジアルキルフェニルエーテルリン酸
類など、又はオレイルエーテルリン酸ナトリウム、ステアリルエーテルリン酸カリウムな
どのアルキルエーテルリン酸塩類、ヘキサメタリン酸およびその塩類等の高級脂肪酸系ア
ルコールのリン酸エステル類、ヤシ油脂肪酸モノエタノールアミド、ラウリル酸ジエタノ
ールアミドなどのアルキロールアマイド類、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテ
ルなどのポリオキシアルキルフェニルエーテル類、ポリオキシエチレンラウリルエーテル
などのポリオキシエチレンアルキルエーテル類、ジステアリン酸ポリエチレングリコール
などのポリエチレングリコール脂肪酸エステル類、モノカプリン酸ソルビタン、モノステ
アリン酸ソルビタン、ジステアリン酸ソルビタンなどのソルビタン脂肪酸エステル類、モ
ノステアリン酸ポリオキシエチレンソルビタンなどのポリオキシエチレンソルビタン脂肪
酸エステル、ポリオキシエチレンソルビット脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンポリオ
キシプロピレンアルキルエーテル類、グリコールエーテル類等のノニオン系界面活性剤、
塩化ラウリルトリメチルアンモニウム、臭化セチルトリメチルアンモニウム、塩化ステア
リルトリメチルアンモニウムなどのアルキルトリメチルアンモニウム塩類、塩化ステアリ
ルジメチルベンジルアンモニウム、塩化ベンザルコニウム、塩化ラウリルジメチルベンジ
ルアンモニウム塩などのアルキルジメチルベンジルアンモニウム塩類等のカチオン系界面
活性剤、ヤシ油アルキルベタインなどのアルキルベタイン類、ラウリルジメチルアミノ酢
酸ベタインなどのアルキルアミドベタイン類、Ｚ－アルキル－Ｎ－カルボキシメチル－Ｎ
－ヒドロキシエチルイミダゾリームベタインなどのイミダゾリン類、ポリオクチルポリア
ミノエチルグリシンなどのグリシン類等の両性活性剤、シラン系カップリング剤、アルミ
ニウム系カップリング剤、チタン系カップリング剤、ジルコニウム系カップリング剤等の
カップリング剤等を挙げることができ、これらのうち１種または２種以上を用いることが
できる。
【００５１】
　本発明では、特にメタノール、エタノール、プロパノール、ブタノール、ペンタノール
、ヘキサノール等の脂肪族アルコール、エチレングリコール、プロパンジオール、ブタン
ジオール、グルセリン、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール等の脂肪族
多価アルコール等を用いることが好ましい。
　このような分散剤を用いることにより、リン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグ
ネシウム）生成時に、粒子の成長を制御し、結果として結晶形状や平均粒子径等を制御す
ることができ、大きさの揃った微粒子を製造することができるものと思われる。
　これらの分散剤の添加量は、生成するリン酸亜鉛（リン酸アルミニウム、リン酸マグネ
シウム）粉体の重量に対して、０．０５～１５ｗｔ％であり、好ましくは０．１～１０ｗ
ｔ％の範囲である。この範囲より少なければ分散剤の添加効果が小さい。
【００５２】
　本発明で用いるアミノ基を有する化合物は、ホルムアルデヒド等の揮発性有機化合物と
化学結合することによって、吸着能を高めるものである。
　アミノ基を有する化合物としては、脂肪族アミン、芳香族アミン、脂環式アミン、アミ
ノ酸及びアミノ酸類、またはアミノ基を有するケイ素化合物等が挙げられる。
　具体的には、メチルアミン、エチルアミン、プロピルアミン、イソプロピルアミン、ブ
チルアミン、アミルアミン、ヘキシルアミン、ヘキシルアミン、ヘプチルアミン、オクチ
ルアミン、ノニルアミン、デシルアミン、ウンデシルアミン、ドデシルアミン、トリデシ
ルアミン、テトラデシルアミン、ペンタデシルアミン、セチルアミン、テトラエチレンペ
ンタミン、ジエチレントリアミン等の脂肪族アミン、
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アニリン、メチルアニリン、ジメチルアニリン、エチルアニリン、ジエチルアニリン、ｏ
－トルイジン、ｍ－トルイジン、ｐ－トルイジン、ベンジルアミン、ジベンジルアミン、
トリベンジルアミン、ジフェニルアミン、トリフェニルアミン、α－ナフチルアミン、β
－ナフチルアミン等の芳香族アミン、
シクロプロピルアミン、シクロブチルアミン、シクロペンチルアミン、シクロヘキシルア
ミン等の脂環式アミン、
ヘキサメチレンテトラミングリシン、グルタミン酸、アスパラギン酸、アラニン、トリメ
チルアミノエチルアルキルアミド、アルキルピリジニウム硫酸塩、アルキルトリメチルア
ンモニウムハロゲン化物、アルキルベタイン、アルキルジエチレントリアミノ酢酸等のア
ミノ酸及びアミノ酸類、
γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－β（アミノエチル）－γ－アミノプロピル
トリメトキシシラン、Ｎ－β（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリエトキシシラン
、γ－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、ジメチルトリメチル－シリルアミン等
のアミノ基を有するケイ素化合物等が挙げられる。
　これらのアミノ基を有する有機化合物は、１種または２種以上を用いることができる。
　本発明では、脂肪族アミン、アミノ基を有するケイ素化合物を用いることが好ましく、
中でも、アミノ基を有するケイ素化合物を用いることがより好ましい。アミノ基を有する
ケイ素化合物を用いた場合、多孔質無機粉体と化学的に結合しやすい。このため、多孔質
無機粉体に強固に担持されやすく、多孔質無機粉体からアミノ基を有するケイ素化合物が
脱離することを抑制でき、アミンによる変色を抑えることができる。
【００５３】
　本発明で用いる吸着剤は、前記多孔質無機粉体にアミノ基を有する化合物を担持してな
るものである。アミノ基を有する化合物は多孔質無機粉体の孔内部に担持されていてもよ
く、多孔質無機粉体の最外表面に露出して担持されていても良い。
　本発明におけるアミノ基を有する化合物の担持量は、多孔質無機粉体の重量に対して、
０．１ｗｔ％～３０ｗｔ％（好ましくは０．２ｗｔ％～２０ｗｔ％）であることが好まし
い。担持量が０．１ｗｔ％より小さい場合、ホルムアルデヒド等の揮発性有機化合物に対
する吸着能の向上がみられない。担持量が３０ｗｔ％より大きい場合、アミノ基を有する
化合物が脱離して変色し、透明性が損なわれるとともに、アミノ基を有する化合物自身が
悪臭の原因となるおそれがある。
【００５４】
　多孔質無機粉体にアミノ基を有する化合物を担持する方法としては、特に、限定されな
いが、例えば、多孔質無機粉体にアミノ基を有する化合物を混合する乾式法、多孔質無機
粉体とアミノ基を有する化合物の水溶液を混合する湿式法等が好ましい例として挙げられ
る。
【００５５】
　乾式法としては、ヘンシェルミキサー、振動ミル、ボールミル、リボンミキサー、ジェ
ットミル等の公知の混合装置中で、多孔質無機粉体とアミノ基を有する化合物を直接混合
する。このとき、アミノ基を有する化合物を均一に多孔質無機粉体に分散するためには、
少量の分散媒体（通常は水またはアルコール類）、及び／または公知のシラン化合物を添
加することが好ましい。この乾式法による混合において好ましい温度は、０℃～１００℃
、より好ましくは５℃～８０℃である。
【００５６】
　湿式法としては、まずアミノ基を有する化合物を溶媒に溶かして溶液を調整する。次に
この溶液に多孔質無機粉体を添加した後、５分間～１２時間、好ましくは１０分間～６時
間攪拌する。このときの温度は０℃～１００℃、好ましくは４℃～８０℃である。さらに
、アミノ基を有する化合物を担持した多孔質無機粉体を水等で洗浄して、表面に付着した
過剰のアミノ基を有する化合物を除去し、乾燥することで目的とする吸着剤が得られる。
このときの乾燥方法は、空気中５０℃～１２０℃で行ってもよく、また、凍結乾燥法や、
真空乾燥法により行ってもよい。
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【００５７】
　本発明で用いる吸着剤の平均粒子径は、０．０１μｍ～１００μｍ、さらには０．１μ
ｍ～５０μｍであることが好ましい。このような範囲であることにより、優れたガス吸着
能を示すとともに、分散性に優れ、さらに透明性にも優れている。
　また、本発明の吸着剤の比表面積は、１０ｍ２/ｇ以上、さらには１５ｍ２/ｇ以上であ
ることが好ましい。比表面積が１０ｍ２/ｇ以上であることによって、有害ガスの吸着を
より効率よく進行させることができる。
【００５８】
　このような吸着剤は、比較的安価かつ無公害であり、脱臭、空気汚染浄化等の環境浄化
効果も有する。また、アミノ基を有する化合物同士が接触しにくく分散性に優れ、アミノ
基を有する化合物からなる二次粒子の形成を抑制することができ、アミノ基を有する化合
物による変色（黄変）も抑えることができる。
　また、このような吸着剤は、透明性に優れており、このような吸着剤を含む内装用塗料
組成物は、吸着剤により美装様式が制限されることなく所望の美観性を施すことができる
とともに、吸着剤が耐久性に優れており、美観性を長期に亘り維持することができるため
、内装用塗料として幅広く適用することができる。
【００５９】
　本発明の（Ｂ）成分は、（Ａ）成分の固形分１００重量部に対し、０．１～３０重量部
（好ましくは０．５～２０重量部）の割合で混合する。混合方法は、特に限定されず、常
法により混合すればよい。
　このような範囲で混合することにより、優れた吸着能を有するとともに、アミノ基を有
する化合物同士が接触しにくく分散性に優れた内装用塗料を得ることができる。（Ｂ）成
分が０．１重量部より少ない場合は、ホルムアルデヒド等の揮発性有機化合物の吸着能に
劣る場合がある。３０重量部より多い場合は、吸着剤どうしが凝集するおそれがあり、ま
た、混合量に似合うだけの吸着能が得られない場合がある。
【００６０】
　また、本発明内装用塗料組成物は、（Ａ）成分、（Ｂ）成分以外に、着色顔料、体質顔
料、骨材、繊維、水、溶剤、可塑剤、防腐剤、防黴剤、消泡剤、増粘剤、レベリング剤、
顔料分散剤、沈降防止剤、たれ防止剤、艶消し剤、紫外線吸収剤、光安定剤、酸化防止剤
、抗菌剤、光触媒等を、本発明の効果を阻害しない程度に含有することもできる。また、
他の吸着剤と併用することもできる。
【００６１】
　本発明の内装用塗料組成物は、主に、着色顔料、体質顔料、骨材等により美観性を施す
ことができる。本発明では特に、着色顔料、体質顔料及び骨材の合計の体積濃度（以下、
「顔料体積濃度」ともいう。）が２０％以上、好ましくは３０％～９０％であることが好
ましい。このような範囲であることにより、美観性を施すことができるとともに、本発明
吸着剤の吸着性能を効率よくいかすことができる。顔料体積濃度が２０％より低い場合、
塗膜表面が合成樹脂成分で覆われやすく、吸着性能が低下する恐れがある。
【００６２】
　なお、着色顔料、体質顔料及び骨材の合計の体積濃度（顔料体積濃度）とは、本発明内
装用塗料の乾燥塗膜中での体積濃度のことであり、次式で表すことができる。
顔料体積濃度＝（着色顔料重量／着色顔料比重＋体質顔料重量／体質顔料比重＋骨材重量
／骨材比重）／（着色顔料重量／着色顔料比重＋体質顔料重量／体質顔料比重＋骨材重量
／骨材比重＋合成樹脂重量／合成樹脂比重）
【００６３】
　本発明の内装用塗料組成物は、新規、塗膜改装工事等に使用可能であり、天井や壁面等
の建築物内装面に適用することが可能である。
　建築物内装面に使用される基材としては、一般的な建材として用いられているものであ
れば特に限定されないが、例えば、石膏ボード、珪酸カルシウム板、スレート板、押出成
形板、コンクリート、サイディングボード、合板、ベニア板、金属板、プラスチック板等
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が挙げられる。
　本発明の内装用塗料組成物は、このような基材に対し、直接塗装することもできるし、
何らかの表面処理（シーラー、サーフェーサー、フィラー、パテ等による下地処理等）を
施した上に塗装することも可能であるが、特に限定されるものではない。
【００６４】
　塗装方法としては、ハケ塗り、コテ塗り、スプレー塗装、ローラー塗装等種々の方法に
より塗装することができる。また、ロールコーター、フローコーター等を用いてプレコー
トすることもできる。
【００６５】
　塗付量は、特に限定されないが、通常０．２～５ｋｇ／ｍ２、好ましくは０．２５～４
ｋｇ／ｍ２である。
　また、塗装時には、本発明組成物を水で希釈することもできる。希釈割合は、通常０～
１００重量％、好ましくは０～５０重量％である。
【００６６】
　また、本発明塗料組成物は、シート状に成形することもできる。この場合、上述のよう
な各種基材表面に積層することができる。得られたシートは、接着剤・接着シート等を用
いて、公知の方法で内壁、天井等に貼りつければよい。
【００６７】
　さらに本発明では、内装用塗料組成物を塗装した後、本発明の効果を損なわない程度に
、上塗塗料を塗付することもできる。
【実施例】
【００６８】
　以下に実施例及び比較例を示し、本発明の特徴をより明確にするが、本発明はこの実施
例に限定されない。
【００６９】
（多孔質無機粉体の評価）
１．多孔質無機粉体の結晶構造は、Ｘ線回折装置（ＲＩＮＴ－１１００，株式会社リガク
社製）により解析した。
２．多孔質無機粉体の組成は、電子顕微鏡（ＪＳＭ－５３１０，日本電子株式会社製）に
付属する元素分析（ＥＤＳ）装置を用いて解析した。
（吸着剤の評価）
３．吸着剤の粒子形状、粒子径は、電子顕微鏡（ＪＳＭ－５３１０，日本電子株式会社製
）により観察した。
４．吸着剤の比表面積は、柴田科学機器工業株式会社製の表面積測定装置Ｐ－７００型を
用いて、死容積測定ガス：ヘリウム、吸着ガス：窒素にて、ＢＥＴ法により測定した。
【００７０】
（吸着剤の製造）
（吸着剤１）
　０．３ｍｏｌ／Ｌの硫酸亜鉛水溶液１．０Ｌと０．１７ｍｏｌ／Ｌのリン酸二水素ナト
リウム水溶液１．２Ｌを混合して混合溶液を調製した。この混合溶液のｐＨは３．２であ
った。
　この混合溶液を５００ｒｐｍの速度で攪拌しながら、２０％水酸化ナトリウム水溶液を
滴下して、ｐＨを８．５に調整し、粉体を析出させ、水とアセトンで洗浄した後、凍結乾
燥法により乾燥することにより、多孔質無機粉体を得た。
　得られた多孔質無機粉体は、Ｚｎ３（ＰＯ４）２・４Ｈ２Ｏで表されるリン酸亜鉛を主
成分とする多孔質無機粉体であることを確認した。
　次に、得られた多孔質無機粉体３８．５ｇを１．０Ｌのイオン交換水に懸濁させて作製
したスラリーにテトラエチレンペンタミンを２．０ｇ添加し、１時間攪拌した。攪拌後、
濾過し水で洗浄し、６０℃で乾燥することにより、リン酸亜鉛を主成分とする多孔質無機
粉体にテトラエチレンペンタミンが担持された吸着剤１を得た。
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　吸着剤１は、平均粒径が０．５８μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測定
したところ、５７ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００７１】
（吸着剤２）
　吸着剤１の製造において、テトラエチレンペンタミンに替えて、ジエチレントリアミン
を用いた以外は吸着剤１の製造と同様の方法で吸着剤２を得た。
　吸着剤２は、平均粒径が０．４９μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測定
したところ、３１ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００７２】
（吸着剤３）
　吸着剤１の製造において、テトラエチレンペンタミンに替えて、Ｎ－β（アミノエチル
）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランを用いた以外は吸着剤１の製造と同様の方法
で吸着剤３を得た。
　吸着剤３は、平均粒径が０．６６μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測定
したところ、６０ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００７３】
（吸着剤４）
　０．６ｍｏｌ／Ｌの硫酸亜鉛水溶液３．０Ｌ、０．３ｍｏｌ／Ｌの塩酸アルミニウム水
溶液１．０Ｌ及び０．６ｍｏｌ／Ｌのリン酸二水素ナトリウム水溶液２．５Ｌを混合して
混合溶液を調製した。この混合溶液のｐＨは１．７であった。
　この混合溶液を５００ｒｐｍの速度で攪拌しながら、２０％水酸化ナトリウム水溶液を
滴下して、ｐＨを８．５に調整し、粉体を析出させ、水とアセトンで洗浄した後、凍結乾
燥法により乾燥することにより、多孔質無機粉体を得た。
　得られた多孔質無機粉体は、Ｚｎ６Ａｌ１（ＰＯ４）５・１２Ｈ２Ｏで表されるリン酸
亜鉛・アルミニウムを主成分とする多孔質無機粉体であることを確認した。
　次に、得られた多孔質無機粉体３８．５ｇを１．０Ｌのイオン交換水に懸濁させて作製
したスラリーにＮ－β（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランを２．
０ｇ添加し、１時間攪拌した。攪拌後、濾過し水で洗浄し、６０℃で乾燥することにより
、リン酸亜鉛・アルミニウムを主成分とする多孔質無機粉体にＮ－β（アミノエチル）－
γ－アミノプロピルトリメトキシシランが担持された吸着剤４を得た。
　吸着剤４、平均粒径が０．４２μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測定し
たところ、７２ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００７４】
（吸着剤５）
　０．６ｍｏｌ／Ｌの硫酸亜鉛水溶液２．５Ｌ、０．３ｍｏｌ／Ｌの硝酸カルシウム水溶
液１．０Ｌ及び０．６ｍｏｌ／Ｌのリン酸二水素ナトリウム水溶液２．０Ｌを混合して混
合溶液を調製した。この混合溶液のｐＨは３．４であった。
　この混合溶液を５００ｒｐｍの速度で攪拌しながら、２０％水酸化ナトリウム水溶液を
滴下して、ｐＨを８．５に調整し、粉体を析出させ、水とアセトンで洗浄した後、凍結乾
燥法により乾燥することにより、多孔質無機粉体を得た。
　得られた多孔質無機粉体は、Ｚｎ５Ｃａ１（ＰＯ４）４・４Ｈ２Ｏで表されるリン酸亜
鉛・カルシウムを主成分とする多孔質無機粉体であることを確認した。
　次に、得られた多孔質無機粉体３８．５ｇを１．０Ｌのイオン交換水に懸濁させて作製
したスラリーにＮ－β（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランを２．
０ｇ添加し、１時間攪拌した。攪拌後、濾過し水で洗浄し、６０℃で乾燥することにより
、リン酸亜鉛・カルシウムを主成分とする多孔質無機粉体にＮ－β（アミノエチル）－γ
－アミノプロピルトリメトキシシランが担持された吸着剤５を得た。
　吸着剤５は、平均粒径が０．４９μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測定
したところ、６９ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００７５】
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（吸着剤６）
　０．３ｍｏｌ／Ｌの塩化アルミニウム水溶液１．０Ｌと０．２７ｍｏｌ／Ｌのリン酸二
水素ナトリウム水溶液１．２Ｌを混合して混合溶液を調製した。この混合溶液のｐＨは１
．２であった。
　この混合溶液を５００ｒｐｍの速度で攪拌しながら、２０％水酸化ナトリウム水溶液を
滴下して、ｐＨを８．５に調整し、粉体を析出させ、水とアセトンで洗浄した後、凍結乾
燥法により乾燥することにより、多孔質無機粉体を得た。
　得られた多孔質無機粉体は、ＡｌＰＯ４・４Ｈ２Ｏで表されるリン酸アルミニウムを主
成分とする多孔質無機粉体であることを確認した。
　次に、得られた多孔質無機粉体３８．５ｇを１．０Ｌのイオン交換水に懸濁させて作製
したスラリーにテトラエチレンペンタミンを２．０ｇ添加し、１時間攪拌した。攪拌後、
濾過し水で洗浄し、６０℃で乾燥することにより、リン酸アルミニウムを主成分とする多
孔質無機粉体にテトラエチレンペンタミンが担持された吸着剤６を得た。
　吸着剤６は、平均粒径が０．５２μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測定
したところ、８３ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００７６】
（吸着剤７）
　吸着剤６の製造において、テトラエチレンペンタミンに替えて、ジエチレントリアミン
を用いた以外は吸着剤６の製造と同様の方法で吸着剤７を得た。
　吸着剤７は、平均粒径が０．４９μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測定
したところ、７９ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００７７】
（吸着剤８）
　吸着剤６の製造において、テトラエチレンペンタミンに替えて、Ｎ－β（アミノエチル
）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランを用いた以外は吸着剤６の製造と同様の方法
で吸着剤８を得た。
　吸着剤８は、平均粒径が０．５４μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測定
したところ、９１ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００７８】
（吸着剤９）
　０．３ｍｏｌ／Ｌの塩化アルミニウム水溶液２．３Ｌ、０．３ｍｏｌ／Ｌの硫酸亜鉛水
溶液１．０Ｌ及び０．２ｍｏｌ／Ｌのリン酸二水素ナトリウム水溶液３．８Ｌを混合して
混合溶液を調製した。この混合溶液のｐＨは１．７であった。
　この混合溶液を５００ｒｐｍの速度で攪拌しながら、２０％水酸化ナトリウム水溶液を
滴下して、ｐＨを８．５に調整し、粉体を析出させ、水とアセトンで洗浄した後、凍結乾
燥法により乾燥することにより、多孔質無機粉体を得た。
　得られた多孔質無機粉体は、Ａｌ６Ｚｎ３（ＰＯ４）８・１２Ｈ２Ｏで表されるリン酸
亜鉛・アルミニウムを主成分とする多孔質無機粉体であることを確認した。
　次に、得られた多孔質無機粉体３８．５ｇを１．０Ｌのイオン交換水に懸濁させて作製
したスラリーにＮ－β（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランを２．
０ｇ添加し、１時間攪拌した。攪拌後、濾過し水で洗浄し、６０℃で乾燥することにより
、リン酸亜鉛・アルミニウムを主成分とする多孔質無機粉体にＮ－β（アミノエチル）－
γ－アミノプロピルトリメトキシシランが担持された吸着剤９を得た。
　吸着剤９は、平均粒径が０．４５μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測定
したところ、７７ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００７９】
（吸着剤１０）
　０．４ｍｏｌ／Ｌの塩化アルミニウム水溶液２．２Ｌ、０．３ｍｏｌ／Ｌの硝酸カルシ
ウム水溶液１．０Ｌ及び０．２ｍｏｌ／Ｌのリン酸二水素ナトリウム水溶液３．８Ｌを混
合して混合溶液を調製した。この混合溶液のｐＨは１．７であった。
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　この混合溶液を５００ｒｐｍの速度で攪拌しながら、２０％水酸化ナトリウム水溶液を
滴下して、ｐＨを８．５に調整し、粉体を析出させ、水とアセトンで洗浄した後、凍結乾
燥法により乾燥することにより、多孔質無機粉体を得た。
　得られた多孔質無機粉体は、Ａｌ６Ｃａ３（ＰＯ４）８・１２Ｈ２Ｏで表されるリン酸
カルシウム・アルミニウムを主成分とする多孔質無機粉体であることを確認した。
　次に、得られた多孔質無機粉体３８．５ｇを１．０Ｌのイオン交換水に懸濁させて作製
したスラリーにＮ－β（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランを２．
０ｇ添加し、１時間攪拌した。攪拌後、濾過し水で洗浄し、６０℃で乾燥することにより
、リン酸亜鉛・カルシウムを主成分とする多孔質無機粉体にＮ－β（アミノエチル）－γ
－アミノプロピルトリメトキシシランが担持された吸着剤１０を得た。
　吸着剤１０は、平均粒径が０．５０μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測
定したところ、１１４ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００８０】
（吸着剤１１）
　０．３ｍｏｌ／Ｌの硫酸マグネシウム水溶液１．０Ｌ、０．３ｍｏｌ／Ｌの塩化アルミ
ニウム水溶液２．０Ｌ及び０．４ｍｏｌ／Ｌのリン酸二水素ナトリウム水溶液２．０Ｌを
混合して混合溶液を調製した。この混合溶液のｐＨは２．１であった。
　この混合溶液を５００ｒｐｍの速度で攪拌しながら、２０％水酸化ナトリウム水溶液を
滴下して、ｐＨを８．５に調整し、粉体を析出させ、水とアセトンで洗浄した後、凍結乾
燥法により乾燥することにより、多孔質無機粉体を得た。
　得られた多孔質無機粉体は、Ａｌ６Ｍｇ３（ＰＯ４）８・１２Ｈ２Ｏで表されるリン酸
マグネシウム・アルミニウムを主成分とする多孔質無機粉体であることを確認した。
　次に、得られた多孔質無機粉体２８．５ｇを１．０Ｌのイオン交換水に懸濁させて作製
したスラリーにＮ－β（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランを２．
０ｇ添加し、１時間攪拌した。攪拌後、濾過し水で洗浄し、６０℃で乾燥することにより
、リン酸マグネシウム・アルミニウムを主成分とする多孔質無機粉体にＮ－β（アミノエ
チル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランが担持された吸着剤１１を得た。
　吸着剤１１の平均粒径は０．４４μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測定
したところ、１１８ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００８１】
（吸着剤１２）
　０．３ｍｏｌ／Ｌの硫酸マグネシウム水溶液１．０Ｌと０．２０ｍｏｌ／Ｌのリン酸二
水素ナトリウム水溶液１．０Ｌを混合して混合溶液を調製した。この混合溶液のｐＨは３
．９であった。
　この混合溶液を５００ｒｐｍの速度で攪拌しながら、２０％水酸化ナトリウム水溶液を
滴下して、ｐＨを８．５に調整し、粉体を析出させ、水とアセトンで洗浄した後、凍結乾
燥法により乾燥することにより、多孔質無機粉体を得た。
　得られた多孔質無機粉体は、Ｍｇ３（ＰＯ４）２・８Ｈ２Ｏで表されるリン酸マグネシ
ウムを主成分とする多孔質無機粉体であることを確認した。
　次に、得られた多孔質無機粉体２６．５ｇを１．０Ｌのイオン交換水に懸濁させて作製
したスラリーにテトラエチレンペンタミンを２．０ｇ添加し、１時間攪拌した。攪拌後、
濾過し水で洗浄し、６０℃で乾燥することにより、リン酸マグネシウムを主成分とする多
孔質無機粉体にテトラエチレンペンタミンが担持された吸着剤１２を得た。
　吸着剤１２は、平均粒径が０．４７μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測
定したところ、８９ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００８２】
（吸着剤１３）
　吸着剤１２の製造において、テトラエチレンペンタミンに替えて、ジエチレントリアミ
ンを用いた以外は吸着剤１２の製造と同様の方法で吸着剤１３を得た。
　吸着剤１３は、平均粒径は０．４６μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測
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定したところ、７８ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００８３】
（吸着剤１４）
　吸着剤１２の製造において、テトラエチレンペンタミンに替えて、Ｎ－β（アミノエチ
ル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランを用いた以外は吸着剤１２の製造と同様の
方法で吸着剤１４を得た。
　吸着剤１２は、平均粒径は０．５１μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測
定したところ、９６ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００８４】
（吸着剤１５）
　０．６ｍｏｌ／Ｌの硫酸マグネシウム水溶液３．０Ｌ、０．３ｍｏｌ／Ｌの塩化アルミ
ニウム水溶液１．０Ｌ及び０．６ｍｏｌ／Ｌのリン酸二水素ナトリウム水溶液２．５Ｌを
混合して混合溶液を調製した。この混合溶液のｐＨは２．１であった。
　この混合溶液を５００ｒｐｍの速度で攪拌しながら、２０％水酸化ナトリウム水溶液を
滴下して、ｐＨを８．５に調整し、粉体を析出させ、水とアセトンで洗浄した後、凍結乾
燥法により乾燥することにより、多孔質無機粉体を得た。
　得られた多孔質無機粉体は、Ｍｇ６Ａｌ１（ＰＯ４）５・１２Ｈ２Ｏで表されるリン酸
マグネシウム・アルミニウムを主成分とする多孔質無機粉体であることを確認した。
　次に、得られた多孔質無機粉体２８．５ｇを１．０Ｌのイオン交換水に懸濁させて作製
したスラリーにＮ－β（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランを２．
０ｇ添加し、１時間攪拌した。攪拌後、濾過し水で洗浄し、６０℃で乾燥することにより
、リン酸マグネシウム・アルミニウムを主成分とする多孔質無機粉体にＮ－β（アミノエ
チル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランが担持された吸着剤１５を得た。
　吸着剤１５の平均粒径は０．４５μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測定
したところ、９１ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００８５】
（吸着剤１６）
　０．２ｍｏｌ／Ｌの硫酸マグネシウム水溶液１．０Ｌ、０．１ｍｏｌ／Ｌの硝酸カルシ
ウム水溶液１．０Ｌ及び０．２ｍｏｌ／Ｌのリン酸二水素ナトリウム水溶液１．０Ｌを混
合して混合溶液を調製した。この混合溶液のｐＨは３．１であった。
　この混合溶液を５００ｒｐｍの速度で攪拌しながら、２０％水酸化ナトリウム水溶液を
滴下して、ｐＨを８．５に調整し、粉体を析出させ、水とアセトンで洗浄した後、凍結乾
燥法により乾燥することにより、多孔質無機粉体を得た。
　得られた多孔質無機粉体は、Ｍｇ２Ｃａ１（ＰＯ４）２・８Ｈ２Ｏで表されるリン酸マ
グネシウム・カルシウムを主成分とする多孔質無機粉体であることを確認した。
　次に、得られた多孔質無機粉体２８．５ｇを１．０Ｌのイオン交換水に懸濁させて作製
したスラリーにＮ－β（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランを２．
０ｇ添加し、１時間攪拌した。攪拌後、濾過し水で洗浄し、６０℃で乾燥することにより
、リン酸亜鉛・カルシウムを主成分とする多孔質無機粉体にＮ－β（アミノエチル）－γ
－アミノプロピルトリメトキシシランが担持された吸着剤１６を得た。
　吸着剤１６は、平均粒径は０．５０μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測
定したところ、１１１ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００８６】
（吸着剤１７）
　０．４ｍｏｌ／Ｌの硫酸亜鉛水溶液１．０Ｌ、０．３ｍｏｌ／Ｌの硝酸カルシウム水溶
液２．３Ｌ及び０．２ｍｏｌ／Ｌのリン酸二水素ナトリウム水溶液３．８Ｌを混合して混
合溶液を調製した。この混合溶液のｐＨは３．４であった。
　この混合溶液を５００ｒｐｍの速度で攪拌しながら、２０％水酸化ナトリウム水溶液を
滴下して、ｐＨを８．５に調整し、粉体を析出させ、水とアセトンで洗浄した後、凍結乾
燥法により乾燥することにより、多孔質無機粉体を得た。
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　得られた多孔質無機粉体は、Ｚｎ１Ｃａ２（ＰＯ４）２・４Ｈ２Ｏで表されるリン酸亜
鉛・カルシウムを主成分とする多孔質無機粉体であることを確認した。
　次に、得られた多孔質無機粉体３８．５ｇを１．０Ｌのイオン交換水に懸濁させて作製
したスラリーにＮ－β（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシランを２．
０ｇ添加し、１時間攪拌した。攪拌後、濾過し水で洗浄し、６０℃で乾燥することにより
、リン酸亜鉛・カルシウムを主成分とする多孔質無機粉体にＮ－β（アミノエチル）－γ
－アミノプロピルトリメトキシシランが担持された吸着剤１７を得た。
　吸着剤１７は、平均粒径が０．５０μｍであった。また、ＢＥＴ法により比表面積を測
定したところ、７３ｍ２／ｇの比表面積を有していることがわかった。
【００８７】
（吸着剤１８）
　吸着剤１の製造過程において得られた多孔質無機粉体（５３ｍ２／ｇ）を吸着剤１８と
した。
【００８８】
（実施例１）
　アクリルエマルション（固形分５０％）１００重量部、酸化チタン５０重量部、重質炭
酸カルシウム６０重量部、増粘剤３重量部、吸着剤１を１重量部を混合した水性塗料（顔
料体積濃度：４１％）を、アルミ板（７０ｍｍ×１５０ｍｍ×０．８ｍｍ）の上に、フィ
ルムアプリケーターを用いて、塗付厚が０．１２５ｍｍとなるように塗付し、温度２３℃
、相対湿度５０％で、２４時間乾燥し、試験体を得、下記の試験を行った。
【００８９】
１．ホルムアルデヒド除去能の評価試験
　試験体を１．０Ｌの体積を有するテドラーバックに入れた後、３．０ｐｐｍのホルムア
ルデヒドガス１．０Ｌを封入して、１０分後にホルムアルデヒド濃度の変化をガステック
検知管により測定した。
　その結果、１０分間後のホルムアルデヒド除去率は７８％であり、優れたホルムアルデ
ヒド除去能を有することを確認した。
【００９０】
２．耐黄変性試験
　試験体を恒温槽に入れ、５０℃で２週間静置した後、色差計（ＣＭ－３７００ｄ、ミノ
ルタ株式会社製）を用いて、２週間静置前後の色差（Δｂ）により評価した。
　その結果、色差（Δｂ）は０．１１であった。
【００９１】
（実施例２）
　吸着剤１の替わりに吸着剤２を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作製
し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７０％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．１３であった。
【００９２】
（実施例３）
　吸着剤１の替わりに吸着剤３を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作製
し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７２％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．０２であった。
【００９３】
（実施例４）
　吸着剤１の替わりに吸着剤４を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作製
し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
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　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７０％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．０４であった。
【００９４】
（実施例５）
　吸着剤１の替わりに吸着剤５を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作製
し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７３％であり、良好なホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．０３であった。
【００９５】
（実施例６）
　吸着剤１の替わりに吸着剤６を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作製
し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７５％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．１１であった。
【００９６】
（実施例７）
　吸着剤１の替わりに吸着剤７を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作製
し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７２％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．１３であった。
【００９７】
（実施例８）
　吸着剤１の替わりに吸着剤８を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作製
し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７５％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．０２であった。
【００９８】
（実施例９）
　吸着剤１の替わりに吸着剤９を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作製
し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７１％であり、良好なホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．０３であった。
【００９９】
（実施例１０）
　吸着剤１の替わりに吸着剤１０を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作
製し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７８％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．０２であった。
【０１００】
（実施例１１）
　吸着剤１の替わりに吸着剤１１を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作
製し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
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去率は６９％であり、良好なホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．０３であった。
【０１０１】
（実施例１２）
　吸着剤１の替わりに吸着剤１２を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作
製し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は８０％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．１０であった。
【０１０２】
（実施例１３）
　吸着剤１の替わりに吸着剤１３を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作
製し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７２％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．１４であった。
【０１０３】
（実施例１４）
　吸着剤１の替わりに吸着剤１４を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作
製し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７７％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．０２であった。
【０１０４】
（実施例１５）
　吸着剤１の替わりに吸着剤１５を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作
製し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７５％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．０３であった。
【０１０５】
（実施例１６）
　吸着剤１の替わりに吸着剤１６を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作
製し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は７６％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．０２であった。
【０１０６】
（実施例１７）
　吸着剤１の替わりに吸着剤１７を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作
製し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験、耐黄変性試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は６５％であり、優れたホルムアルデヒド除去能を有することを確認した。
　また、耐黄変性試験では、色差（Δｂ）は０．０３であった。
【０１０７】
（比較例１）
　吸着剤１の替わりに吸着剤１８を使用した以外は、実施例１と同様の方法で試験体を作
製し、ホルムアルデヒド除去能の評価試験を行った。
　その結果、ホルムアルデヒド除去能の評価試験では、１０分間後のホルムアルデヒド除
去率は５０％であり、ホルムアルデヒド除去能に劣っていた。
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